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特集●健康危機兆候のモニタリング
健康危機兆候の早期把握の重要性と今後の対応 山口大学大学院医学系研究科環境保健医学分野教授 原田 規章

危機兆候の早期把握を目指した新たな情報管理システム

─空間ドキュメント管理システムの有用性 東京大学空間情報科学研究センター 有川 正俊・浅見 泰司

行政統計リンケージによる健康リスク予測の可能性
三重大学大学院医学系研究科公衆衛生・産業医学分野教授 笽島 茂

環境汚染のモニタリングと要因解析─樹氷等の分析から 山形大学理学部地球環境学科教授 柳澤 文孝

子どもの健康と環境に関する全国調査(エコチル調査)の意義と今後の展望
東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野教授 佐藤 洋

先天性異常モニタリングの有用性と今後の展望 横浜市立大学大学院医学系研究科生殖生育病態医学教授 平原 史樹

地球温暖化等が感染症に及ぼす影響

─変化する感染症の早期探知に向けてのモニタリング 国立感染症研究所副所長 倉根 一郎

感染症・食中毒の diffuse outbreakの早期探知─最近の事例を踏まえた課題と今後の展望
国立感染症研究所感染症情報センター主任研究官 砂川 富正

●視点

保健所の数だけ保健所のあり方がある 大牟田市保健所長 西岡 和男
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私がいた頃の保健所は，対物保健部門と対人保健部
門から組織され，対物保健としては食品・獣医衛生，環
境衛生，薬事衛生がありました．対人保健部門に所属し
ている保健師さんが子育て中のお母さんからアタマジラミの
相談を受けて，環境衛生監視員の方と一緒に対応するな
ど，両部門間でそれなりに交流があったものです．
ところが，地域保健法の改正により，保健所の組織や

機能は大きく様変わりしました．その結果，保健センター等
に配属されるようになった方々にとっては，対物保健とりわ
け“環境衛生”は，なじみの薄い分野になってしまったか
もしれません．
しかし，日本が戦争ですべてを失い，衛生状態が最悪

であったときに，公衆衛生の第一線機関として整備された
保健所における防疫の要は，DDT 散布や害虫駆除とい

った環境衛生対策でありました．今般の東日本大震災で
は戦後最大の被害が発生し，今も余震や東京電力福島
第一原発事故による影響が続いています．人は，きれいな
水，空気，食べ物，住まい，衣服がないと生きていけま
せん．公衆衛生にはあらゆる分野の技術や知恵を総動員
し，それらを実際に連動させるしくみが求められるのです．

本特集は東日本大震災前に企画されたものですが，先
の阪神・淡路大震災等の経験を踏まえて「災害時におけ
る環境衛生対策」についてまとめていただいた論文も入っ
ています．環境衛生に関わる方はもちろん，直接担当して
いない方にもぜひご一読いただき，環境衛生対策の推進と
公衆衛生水準の一層の向上が図られるよう，切に願ってい
ます．

(品川靖子)
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